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少数株主持分控除前利益

２,７９０

９０,２７０

２,６４５

１,１４５

営業利益

売上高

税引前当期純利益

当期純利益 ５１４

２,５６０

９４,６４８

２,７４８

１,２０５

３７３

９２％

１０５％

１０４％

１０５％

７２％

単位：億円

１-１．業績概要

２００５年３月期 ２００６年３月期 前期比
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２００５年３月期 ２００６年３月期

２,５６０億円２,７９０億円

原材料費
高騰影響
△５９０億円

原価低減他
＋３,４７０億円

売価変動
△３,２４０億円

代行返上益減
△５２０億円

為替影響
＋１９０億円

売上拡大
による利益増
＋１,１５０億円

販売投資
開発費増加
△６９０億円

１-２．営業利益の主な増減要因（前期比）

営　業　利　益
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６２％

３８％

１７％

１０％

８％

構成比

３％

２００５年３月期

国内売上高 ５７,４９６ ６４％

３２,７７４ ３６％

１４,０６８ １５％

うち北米 ９,０１８ １０％

うち欧州 ７,０９７ ８％

構成比

海外売上高

うちアジア

うちその他の地域 ２,５８９ ３％

海外売上高比率　３８％

１０１％

１１１％

１１５％

１０７％

１０５％

前期比

１１７％

１-３．国内･海外売上高
単位：億円

２００６年３月期

５８,２５１

３６,３９６

１６,１９２

９,６８９

７,４８４

３,０２９
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売上高

営業利益

税引前当期純利益

法人税等

少数株主持分控除前利益

少数株主持分

当期純利益

２００５年３月期 ２００６年３月期

９０,２７０

２,７９０

２,６４５

１,４９９

１,１４５

６３０

５１４

１０５％

９２％

１０４％

１０３％

１０５％

１３２％

７２％

９４,６４８

２,５６０

２,７４８

１,５４３

１,２０５

８３１

前期比

１-４．比較連結損益計算書

単位：億円

３７３
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総資産 ９７,３６２ １００,２１１ ２,８４９

負債合計 ６５,０７３ ６４,７６６ △３０７

うち有利子負債 ２５,０２５ ２４,１９０ △８３４

少数株主持分 　９,２１０ 　1０,３６８ １,１５７

株主資本 ２３,０７８ ２５,０７７ １,９９９

株主資本比率 ２３.７％ ２５.０％ １.３ポイント改善

Ｄ／Ｅレシオ
（少数株主持分含む）

０.７８倍 ０.６８倍 ０.１０ポイント改善

２００５年３月期末 ２００６年３月期末 比較増減

１-５．比較連結貸借対照表
単位：億円
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１-６．比較連結キャッシュ・フロー

２００５年３月期 ２００６年３月期 前期比

営業活動に関する
キャッシュ・フロー

５,６５３ １,２５５

投資活動に関する
キャッシュ・フロー

△５,２６９ ２５６

フリー・キャッシュ・フロー ３８３ １,５１１

財務活動に関する
キャッシュ・フロー

△９９４ △１,６２２

単位：億円

６,９０８

１,８９５

△５,０１３

△２,６１６
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１-７．設備投資・研究開発費

２００５年３月期 ２００６年３月期

設備投資 ９,５９５ ９,５４７

うち一般用 ３,８２１ ３,９７４

うち営業用 ５,７７４ ５,５７２

（１）設備投資

（２）研究開発費

２００５年３月期 ２００６年３月期

研究開発費 ３,８８６ ４,０５０

売上高比率 ４.３％ ４.３％

前期比

前期比

９９％

１０４％

９７％

１０４％

単位：億円

単位：億円

ー
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１-８．セグメント別売上高

２００５年３月期

情報通信システム

電子デバイス

電力･産業システム

デジタルメディア・民生機器

高機能材料

物流及びサービス他

金融サービス

消去又は全社

合 計

２２,６８３

１３,２０１

２５,１５３

１２,８０３

１５,０４３

１２,４８２

５,２９６

△１６,３９４

９０,２７０

１０４％

９１％

１１２％

１０２％

１０６％

９７％

９８％

１０５％

前期比

単位：億円

２００６年３月期

△１５,４４３

９４,６４８

２３,６０９

１２,０４４

２８,０５１

１３,０５６

１６,００２

１２,１４７

５,１７９

ー
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１-９．セグメント別営業損益

１２５％

５５％

１２６％

ー

１２６％

１９９％

１１３％

９２％

情報通信システム

電子デバイス

電力･産業システム

デジタルメディア・民生機器

高機能材料

物流及びサービス他

金融サービス

消去又は全社

合 計

６７７

３７０

７３６

８６

８７５

９８

３１０

△３６４

２,７９０

単位：億円

２００５年３月期 前期比２００６年３月期

８４６

２０４

９２５

△３５７

１,１００

１９５

３５０

△７０４

２,５６０

ー
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２-１．２００７年３月期の見通し

２００６年３月期実績

売上高 ９４,６４８

営業利益 ２,５６０

税引前当期純利益 ２,７４８

少数株主持分控除前利益 １,２０５

当期純利益 ３７３

前期比

単位：億円

２００７年３月期見通し

９７,０００

２,９００

２,８００

１,３５０

５５０

１０２％

１１３％

１０２％

１１２％

１４７％
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２-２．セグメント別売上高の見通し

２００６年３月期実績

情報通信システム

電子デバイス

電力･産業システム

デジタルメディア・民生機器

高機能材料

物流及びサービス他

金融サービス

消去又は全社

合 計

２３,６０９

１２,０４４

２８,０５１

１３,０５６

１６,００２

１２,１４７

５,１７９

△１５,４４３

９４,６４８

１０７％

１０３％

９５％

１２０％

１００％

１００％

９３％

１０２％

前期比

単位：億円

２５,３００

１２,４５０

２６,６００

１５,６５０

１６,０５０

１２,１５０

４,８００

△１６,０００

９７,０００

２００７年３月期見通し

ー
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２-３．セグメント別営業損益の見通し

１１０％

１８１％

１００％

ー

１０４％

９７％

９４％

１１３％

情報通信システム

電子デバイス

電力･産業システム

デジタルメディア・民生機器

高機能材料

物流及びサービス他

金融サービス

消去又は全社

合 計

８４６

２０４

９２５

△３５７

１,１００

１９５

３５０

△７０４

２,５６０

単位：億円

２００６年３月期実績 前期比

１,１４０

１９０

△７１０

２,９００

２００７年３月期見通し

９３０

３７０

９３０

△２８０

３３０

ー
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単位：億円

２００５年３月期 ２００６年３月期 前期比 前期比

２２,６８３ ２３,６０９ １０４％ １０７％

ソフト/サービス １０,１５５ １０,５５７ １０４％ １０２％

ハード １２,５２８ １３,０５１ １０４％ １１１％

６７７ ８４６ １２５％ １１０％

ソフト/サービス ４８６ ８３６ １７２％ ９４％

ハード １９１ １０ ５％ １,４００％

売上高

営業利益

（１）事業概況

３-１．情報通信システム

売上高

２００６年３月期の状況

営業利益
［前期比４％増］
　●ソフト/サービス増収
　　- アウトソーシング事業が堅調に推移
　●ハードウェア増収
　　- ディスクアレイサブシステム、ＨＤＤが伸長

［前期比２５％増］
　●ソフト/サービス増益
　　- プロジェクトマネジメントの強化等
　●ハードウェア減益
　　- ディスクアレイサブシステム好調なもののＨＤＤ赤字増加

２００７年３月期の見通し

●増収増益
●ＨＤＤ事業２００６年度下期黒字化

２００７年３月期(見通し)

１０,８００

１４,５００

２５,３００

９３０

７９０

１４０
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●内部統制ソリューション事業の展開
●ＲＦＩＤ・トレーサビリティソリューション事業の拡大
●放送通信融合時代ビジネス対応

３-１．情報通信システム
（２）重点施策

１．提案力強化による受注の拡大

●体制強化によるコンサルティング事業の拡大
　 - 国内外のコンサルタントを２００５年度１,２００名から２００８年度３,０００名体制に
　 - 日本、米国、欧州のコンサルティング子会社間での連携強化

●指静脈認証システム、セキュアクライアントソリューションなどセキュリティビジネスの展開
●アウトソーシング事業の拡大

２．グローバル事業の拡大

●ＳＡＮ／ＮＡＳストレージソリューションのシェア拡大
- 中小規模システム向け市場でのシェア拡大に向けたＩｎｇｒａｍ Ｍｉｃｒｏ社との提携など

●通信ネットワーク事業の強化
- 北米における通信ネットワーク事業の強化など

３．総合力を活かした新事業の立ち上げ

４．製品力強化のための開発投資･販売力強化のための投資

●ＢｌａｄｅＳｙｍｐｈｏｎｙやルータの次世代製品開発投資
●コンサルティング事業やプラットフォーム製品、海外売上拡大に向けた販売投資
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３-１．情報通信システム

（注）ハードディスクドライブ事業は、１２月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ（日立ＧＳＴ）が行っており、
　　　３月決算会社である当社の２００６年３月期決算においては、日立ＧＳＴの２００５年１-１２月の数値を計上しています。

単位：億円
（３）ハードディスクドライブ事業の重点施策

２００５年３月期 ２００６年３月期

（２００４年１月-１２月） （２００５年１月-１２月） 前期比 前期比

売上高 ４,５３６ ４,９６５ １０９％ １３３％

△５６ △２７０ － －営業損失

目標：２００６年度下期黒字化

２００７年３月期(見通し)

（２００６年１月-１２月）

６,６００

△８０

　・トータルサプライチェーンマネジメントによる販売、生産効率の向上
　・トータルクオリティコントロール活動による品質向上

２．生産能力増強・コスト削減

３．販売力強化

４．経営効率の向上

　・開発組織の統合：サーバ用途はサンノゼ、他用途は藤沢へ集約済
　・“ＴＯＫＫＥＮ”(特研)体制導入：垂直磁気記録製品、２００６年７-９月期量産出荷

　・ＨＤＤ組立能力増強：中国新工場２００６年１月より量産開始
　・スライダーの小型化による生産効率の向上
　・新素材ヘッド採用拡大による歩留まりの改善

　・有力顧客とのパートナーシップ強化による販売拡大

１．開発力強化
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３-２．電子デバイス

単位：億円

売上高 １３,２０１ １２,０４４ ９１％ １０３％

営業利益 ３７０ ２０４ ５５％ １８１％

（１）事業概況

２００５年３月期 ２００６年３月期 前期比 前期比

売上高

２００６年３月期の状況

営業利益

［前期比９％減］
　●価格下落により液晶が減収

［前期比４５％減］
　●液晶の赤字増加

２００７年３月期の見通し

１２,４５０

３７０

２００７年３月期(見通し)

●液晶事業２００６年度黒字化
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３-２．電子デバイス

（２）液晶事業の重点施策 単位：億円

売上高 ２,２３７ １,９１６ ８６％ １１７％

営業損益 △１４６ △２２８ ー ー

前期比 前期比

目標：２００６年度黒字化

２,２４０

２０

２００７年３月期(見通し)

　・材料費低減：目標　年２０％低減（最適部材メーカ開拓、グループシナジー活用）
　・モノづくり改革：多品種生産効率向上（歩留まり・スループット改善、後工程中国生産拡大）
　・固定費削減継続

１．中小型液晶への事業領域の絞り込み

　・携帯電話、デジタルカメラ、携帯ゲーム、アミューズメント向け事業拡大
　・車載、医療、産業用途の開拓
　・テレビ向けはＩＰＳアルファテクノロジ(*1)へ移管、ＰＣ分野向け液晶は大幅縮小

２．販売力強化・主要顧客とのパートナーシップ強化

　・優位技術「ＩＰＳ(*2)」を活かした商品戦略
　・グローバルトップ企業への参入・シェア拡大

(*1)持分法適用関連会社　　(＊2)ＩＰＳ：Ｉｎ-Ｐｌａｎｅ-Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ

３．コスト競争力強化

２００５年３月期 ２００６年３月期
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３-３．電力･産業システム

（１）事業概況
単位：億円

売上高 ２５,１５３ ２８,０５１ １１２％ ９５％

営業利益 ７３６ ９２５ １２６％ １００％

前期比 前期比

２００６年３月期の状況

２００７年３月期の見通し

２６,６００

９３０

２００７年３月期(見通し)

売上高 営業利益

［前期比１２％増］
　●産業機械、空調システム堅調に推移
　●昇降機と日立建機、海外向けを中心に伸長
　●トキコの合併(２００４年１０月）の影響

［前期比２６％増］
　●日立建機好調
　●昇降機、産業機械、空調システム等増益

●日立建機、昇降機、産業機械 堅調
●空調システムが日立アプライアンス(デジタルメディア･民生機器部門)に統合されたことによる売上減少

２００５年３月期 ２００６年３月期
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３-３．電力･産業システム

（２）重点施策

１．収益性の改善

２．海外事業の拡大

４．基盤事業の強化

　●社会インフラ事業の統合：日立プラントテクノロジー発足（２００６年４月）

３．伸長事業の強化

　●電力システム事業 海外火力プロジェクトの現地工事進捗管理強化　：
コア製品コスト競争力の強化（ボイラー、タービン、発電機の原価低減）

　●電力システム事業
　●鉄道システム事業
　●都市開発ｼｽﾃﾑ事業
　●建設機械事業

海外各地域の市場に適合した事業展開：
英国、中国における事業強化
中国、東南アジアにおける昇降機事業拡大
生産能力の増強、北米･中国事業の拡大

：

：
：

　●オートモティブシステム事業
　●都市開発システム事業　　：

ｴﾚｸﾄﾘｯｸﾊﾟﾜｰﾄﾚｲﾝ、車載情報ｼｽﾃﾑ事業への先行投資継続
ｵﾌｨｽ･ﾏﾝｼｮﾝ向けｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ、総合ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ事業の強化

：
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３-４．デジタルメディア･民生機器

（１）事業概況 単位：億円

売上高 １２,８０３ １３,０５６ １０２％ １２０％

営業損益 ８６ △３５７ ー ー

前期比 前期比

２００６年３月期の状況

２００７年３月期の見通し

１５,６５０

△２８０

２００７年３月期(見通し)

売上高 営業利益

［前期比２％増］
　●薄型テレビ伸長
　●富士通日立プラズマディスプレイ子会社化
　　（２００５年４月）

［３５７億円の損失］
　●デジタルメディア製品の販売投資の増加
　●薄型テレビ、白物家電の価格低下

●薄型テレビ事業はユビキタス情報社会での中核製品として、引き続き注力
●白物家電黒字化
●空調システム(電力･産業システム部門)が日立アプライアンスに統合されたことによる売上増加

２００５年３月期 ２００６年３月期
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３-４．デジタルメディア･民生機器

（２）薄型テレビ事業の重点施策

プラズマテレビ　出荷台数 ３０万台 ４８万台 １００万台

液晶テレビ　出荷台数

２００５年３月期 ２００６年３月期 ２００７年３月期(見通し)

１０万台 ２７万台 ５０万台

１．製品力・開発力強化

４．Ｗ/Ｗ販売力の強化

２．コスト競争力強化　

３．生産能力、事業インフラの強化

　・ 優位技術を追求した製品の差別化（高画質独自パネル製品）
　・ 開発人員の増強、テレビ･パネル開発部門集約、営業・マーケティング部門集約
　・ 開発スピードの向上による年２回のモデルチェンジ
　・ 日立グループ内技術の活用（内製化率向上）

　・ 地域別販売チャネル強化（欧米：大手量販店参入、中国：営業拠点拡大）
　・ ブランド力強化（販売投資拡大、Ｗ/Ｗブランドキャンペーン）

　・ 原価低減の推進：回路構造合理化、パネルコスト削減、基幹部品の集中購買

　・ プラズマパネルの生産能力増強：２００６年１０月　２０万台/月、２００７年度２Ｑ　３０万台/月［増産投資：３番館(８５０億円)］
　・ 薄型テレビ生産能力増強：２００６年　欧州自社工場完成、２００８年度　５４０万台/年
　・ Ｗ/Ｗトータルサプライチェーンマネジメントの構築

薄型テレビは改善傾向であるが、ブランド力強化のため積極的な投資を継続
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３-５．高機能材料

事業概況
単位：億円

売上高 １５,０４３ １６,００２ １０６％ １６,０５０ １００％

営業利益 ８７５ １,１００ １２６％ １,１４０ １０４％

前期比 ２００７年３月期(見通し) 前期比

２００６年３月期の状況

２００７年３月期の見通し

売上高 営業利益

［前期比６％増］
　●日立化成工業、日立金属がエレクトロニクス
　　関連分野及び自動車関連分野を中心に好調
　●日立電線も伸長

［前期比２６％増］
　●日立化成工業、日立金属増益

●日立化成工業、日立金属、日立電線 堅調

２００５年３月期 ２００６年３月期
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３-６．物流及びサービス他／金融サービス

物流及びサービス他 単位：億円

売上高 １２,４８２ １２,１４７ ９７％ １２,１５０ １００％

営業利益 ９８ １９５ １９９％ １９０ ９７％

２００５年３月期 ２００６年３月期 前期比 ２００７年３月期(見通し) 前期比

金融サービス 単位：億円

売上高 ５,２９６ ５,１７９ ９８％ ４,８００ ９３％

営業利益 ３１０ ３５０ １１３％ ３３０ ９４％

２００５年３月期 ２００６年３月期 前期比 ２００７年３月期(見通し) 前期比
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Ｃｏｎｔｅｎｔｓ

１．２００６年３月期連結決算の概要

２．２００７年３月期連結決算の見通し

３．セグメント別状況

４．２００６年度の注力施策
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４-１．注力事業へのリソース集中

研究開発

販売投資

●成長事業へのリソース集中による差別化製品の早期市場投入
　 - ＨＤＤ、プラズマパネル、液晶パネル、オートモティブシステム、高機能材料など

●グループ垂直統合型開発プロジェクトによるシナジーの創出
　 - プラズマパネル、液晶パネル、モータ･インバータ、組込みシステムなど

●グループ営業の推進
　 - グループ内情報共有

　 - グローバルビッグアカウントへの営業強化

●コンシューマ製品のブランド力強化
　 - 各地域でのブランド強化キャンペーンの展開

　- 大手量販店に参入：北米、欧州、中国

●トータルセキュリティソリューション事業の強化
　 - 指静脈認証、セキュリティＰＣ、オフィス･マンション向けシステム、爆発物探知装置など
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４-２．グローバル化の加速

●マーケティング力強化、販売チャネル強化、ブランド力強化

●トータルサプライチェーンマネジメントの改善

海外各地域の市場に適合した海外事業戦略の展開

Ｗ/Ｗ事業インフラの強化

●地域総代表と連携したローカルマーケット視点からの事業展開

●地域内経営プラットフォームの集約化、標準化による経営効率の向上
　 - シェアドサービスの拡充

　 - リスク管理強化

●ローカルリーダーの確保、育成
　 - グループ合同での採用活動

　 - Ｗ/Ｗ共通管理者教育の実施
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グループシナジーの追求と徹底した原価低減

４-３．経営効率の向上

強固な財務体質の確保

●Ｗ/Ｗトータルサプライチェーンマネジメント改革による運転資金の改善

　 - 借入金削減

　 - Ｄ/Ｅレシオ０．８倍の維持

●総コスト率低減運動の展開
　 - 開発･設計･生産･販売全てのプロセスにおけるロスコストの削減

　 - 新製品開発期間３０％短縮

●全社横断プロジェクトの推進
　 - グループ資材費低減プロジェクト

　　　［前期比低減額：２００５年度実績　２,７００億円、２００６年度目標　３,１００億円］

　 - 間接材料･間接費削減、シェアドサービス拡充プロジェクト

　　　［前期比低減額：２００５年度実績　１００億円、２００６年度目標　１１０億円］

　 - ＩＴコストの低減プロジェクト(共通システム運用コスト削減)

　　　［前期比低減額：２００５年度実績　６０億円、２００６年度目標　１００億円］
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本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがありえます。

その要因のうち、主なものは以下の通りです。

●市場における製品需給の変動及び価格競争の激化
　 （特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア・民生機器部門）

●新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当会社及び子会社の能力

●急速な技術革新
（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア・民生機器部門）

●為替相場変動　（特に円／ドル相場）

●製品需給及び為替変動に対応する当会社及び子会社の能力

●主要市場（特に日本、米国及びアジア）における経済・社会状況及び貿易規制等各種規制

●自社特許の保護及び他社特許の利用の確保
（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメディア・民生機器部門）

●事業構造改善施策の実施

●製品開発等における他社との提携関係

●資金調達環境　（特に日本）

●日本の株式相場変動

将来予想に関する記述

●当社、連結子会社又は持分法適用会社に対する訴訟その他の法的手続
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